
 
 

 

 

 

 

 不利益処分名

根拠法令・条項

 処　分  基  準

聴聞又は弁明の別 ・聴　聞 ・弁　明

  堺市児童福祉法施行細則第35条第2項、第3項及び第36条第1項の規定のとおり。
○堺市児童福祉法施行細則（抜粋）
(費用の徴収等)
第35条　略
2　療育の給付を行ったときは、法第56条第2項の規定に基づき、納入義務者から当該給
付に要した費用を徴収する。
3　前2項の規定により支払を命じ、又は徴収する費用の額(以下「徴収額」という。)
は、次の各号に掲げる徴収額の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。
(1)　療育の給付に係る徴収額　別表第2に定める額
(2)　略
4～13　略
(徴収金の納期)
第36条　前条第1項及び第2項に規定する徴収金は納付通知書を発行した月の末日まで、
同条第5項第1号に規定する徴収金は別に指定する日までに納入しなければならない。
2～4　略
(徴収金の減免)
第37条　保健福祉総合センター所長(療育の給付及び児童福祉施設等への入所及び通所
並びに里親への委託については、市長)は、特別の理由があると認めるときは、前条の
規定により納入義務者に支払を命ずる額又は納入義務者から徴収する額を減額し、又は
免除することができる。
別表第2
別紙のとおり

・設定できない  ・設　定 ・基準を公開できない

個別法により聴聞
又は弁明の手続の
適用が除外される
場合の根拠法令及
び条項

「不利益処分」基準等公開票（法律又は命令）

聴聞・弁明の機会
の付与の区分

（処分基準を設定
できない場合及び
基準はあるが公開
できない場合は、
その理由）

（聴聞又は弁明の
手続を省略する場
合の根拠条項等）

ただし、行政手続法第１３条第２項第４号に規定する
「納付すべき金銭の額を確定し、一定の額の金銭の納
　付を命じるとき」に該当するため、手続を省略する。

療育の給付に伴う自己負担金の徴収について

児童福祉法第56条第2項

未熟児養育医療費等の国庫負担について（平成26年5月26日厚生労働省発雇用児0526第3号）
堺市児童福祉法施行細則第35条第2項、第3項、第36条第1項

子ども青少年局　子ども青少年育成部　子ども育成課 所    管    課



別表第２（第３５条関係）       

療育の給付に係る徴収額表 

階層 

区分 
世帯の税額等による階層区分 

療育の給付 

徴収基準月額 加算基準月額 

Ａ階層 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護世帯（単給世

帯を含む。）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第３０号）による支援給付を受けている世帯 

円 

０ 

円 

０ 

Ｂ階層 Ａ階層を除き、当該年度分（申請日の属する月が４月から６月までの

場合にあっては、前年度分。以下この表において同じ。）の市町村民

税非課税世帯 

２，２００ ２２０ 

Ｃ階層 Ａ階層を除き、当該年度分の市町村民税の課税世帯であって、その市

町村民税の額が均等割の額のみの課税世帯 

４，５００ ４５０ 

Ｄ階層 

 

Ａ階層及び

Ｃ階層を除

き、当該年

度分の市町

村民税の課

税世帯であ

って、その

市町村民税

所得割の額

が右の区分

に該当する

世帯 

所得割の年額 

３，０００円以下 Ｄ１階層 
５，８００ ５８０ 

３，００１円から５，８００円まで Ｄ２〃 ６，９００ ６９０ 

５，８０１円から８，７００円まで Ｄ３〃 ７，６００ ７６０ 

８，７０１円から１３，０００円まで Ｄ４〃 ８，５００ ８５０ 

１３，００１円から１７，４００円まで Ｄ５〃 ９，４００ ９４０ 

１７，４０１円から２２，４００円まで Ｄ６〃 １１，０００ １，１００ 

２２，４０１円から２８，２００円まで Ｄ７〃 １２，５００ １，２５０ 

２８，２０１円から５８，４００円まで Ｄ８〃 １６，２００ １，６２０ 

５８，４０１円から７５，０００円まで Ｄ９〃 １８，７００ １，８７０ 

７５，００１円から９６，６００円まで Ｄ１０〃 ２３，１００ ２，３１０ 

９６，６０１円から１２１，８００円まで Ｄ１１〃 ２７，５００ ２，７５０ 

１２１，８０１円から１７５，５００円まで Ｄ１２〃 ３５，７００ ３，５７０ 

１７５，５０１円から２２１，１００円まで Ｄ１３〃 ４４，０００ ４，４００ 

２２１，１０１円から３８０，８００円まで Ｄ１４〃 ５２，３００ ５，２３０ 

３８０，８０１円から５４９，０００円まで Ｄ１５〃 ８０，７００ ８，０７０ 

５４９，００１円から５７９，０００円まで Ｄ１６〃 ８５，０００ ８，５００ 

５７９，００１円から７００，９００円まで Ｄ１７〃 １０２，９００ １０，２９０ 

７００，９０１円から８４９，０００円まで Ｄ１８〃 １２２，５００ １２，２５０ 

８４９，００１円から１，０４１，０００円まで Ｄ１９〃 １４３，８００ １４，３８０ 

  １，０４１，００１円以上 Ｄ２０〃 

 
全額 左の徴収基準月

額の１０％。た

だし、その額が

１７，１２０円

に満たない場合

は１７，１２０

円 

備考 

１ この表において、「市町村民税」とは地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民

税（同法の規定による特別区民税を含む。）を、「均等割」とは同法第２９２条第１項第１号に規定す

る均等割（同法の規定による特別区民税に係るものを含む。）を、「所得割」とは同項第２号に規定す

る所得割（同法の規定による特別区民税に係るものを含む。）をいう。ただし、当該年度の市町村民税

の課税関係が判明しない場合の取扱いについては、これが判明するまでの期間は、前年度の市町村民税

によることとし、同法第３２３条の規定により市町村民税の減免があった場合には、その減免の額を所

得割の額又は均等割の額から順次控除して得た額を所得割の額又は均等割の額とする。 

２ 所得割の額の算定方法は、地方税法に定めるところによるほか、次に定めるところによる。 

(1) 地方税法第３１４条の７、第３１４条の８、同法附則第５条第３項、附則第５条の４第６項及び附 

則第５条の４の２第５項の規定は適用しないものとする。 



(2) 児童及びその児童の属する世帯の扶養義務者が指定都市（地方自治法第２５２条の１９第１項に規

定する指定都市をいう。以下同じ。）の区域内に住所を有する者であるときは、当該者を指定都市以

外の市町村の区域内に住所を有する者とみなして、所得割の額を算定するものとする。 

３ 次の各号のいずれかに該当する者に係るこの表の適用については、その者を地方税法第２９２条第１

項第１１号に規定する寡婦又は同項第１２号に規定する寡夫とみなし、その者の前年の所得（地方税法

第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額をいい、１月から６月までの間の利用にあっては、

前々年とする。以下同じ。）が、同法第２９５条第１項第２号の規定に該当するときにあってはその者

を市町村民税非課税として取り扱い、同号の規定に該当しないときにあってはその者に係る所得割の額

の計算について、総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額の合計額から、第１号又は第３号に該当

する場合にあっては２６０，０００円を、第２号に該当する場合にあっては３００，０００円をそれぞ

れ控除するものとする。 

(1) 婚姻によらないで母となった女子であって、現に婚姻をしていないもののうち、扶養親族その他そ

の者と生計を一にする子（前年の所得が所得税法第８６条第１項の規定により控除される額（以下

「基礎控除額」という。）以下である子（他の者の生計同一配偶者又は扶養親族である者を除く。以

下同じ。）に限る。）を有するもの（次号に該当する者を除く。） 

(2) 前号に掲げる者のうち、扶養親族である子を有し、かつ、前年の所得が５，０００，０００円以下

である者 

(3) 婚姻によらないで父となった男子であって、現に婚姻をしていないもののうち、その者と生計を一

にする子（前年の所得が基礎控除額以下である子に限る。）を有し、前年の所得が５，０００，００

０円以下であるもの 

  ４ 徴収月額の決定の特例 

(1) Ａ階層以外の各層に属する世帯から２人以上の児童が同時にこの表の徴収基準月額の適用を受ける

場合は、その月の徴収基準月額の最も多額な児童以外の児童については、同表に定める加算基準月額

によりそれぞれ算定するものとする。 

(2) 入院又は通院の期間が１月未満の者に係る徴収基準月額又は加算基準月額については、次の算式に

よる。 

基準月額×（その月の入院（通院）期間／その月の実日数） 

(3) 徴収月額に１０円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てるものとする。 

(4) 児童に民法（明治２９年法律第８９号）第８７７条に規定する扶養義務者がないときは、徴収月額

又は支払命令額の決定は行わないものとする。ただし、児童本人に市町村民税が課されている場合

は、本人につき、扶養義務者に準じて徴収月額又は支払命令額を決定するものとする。 

５ 世帯階層区分の認定は、当該児童の属する世帯の構成員及びそれ以外の者で現に児童を扶養している

もののうち、当該児童の扶養義務者の全てについて、その所得割等の課税の有無により行うものとす

る。 

６ この表の徴収基準月額の欄において「全額」とは、その月の当該児童の措置に要した費用の全額を徴

収することをいう。ただし、当該額が本市の支弁すべき額又は費用総額から医療保険各法及び感染症の

予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）による負担額を差し引

いて得た額を超えるときは、同額を徴収額とする。 

７ Ｂ階層の対象世帯のうち、特に困窮していると市長が認める世帯については、Ａ階層に該当するもの

として取り扱うものとする。 

８ この表の適用については、毎年７月１日を起点として取り扱うものとする． 


